様式第３号（第13第２項、第３項）

参　加　申　込　書

　　年　　月　　日


長野県産業労働部産業政策課長　　様


住　　　　所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　 
（個人にあっては住所、氏名）

下記業務の公募型プロポーザル方式に参加したいので、資格要件具備説明書類を添えて参加を申し込みます。

記

１　対象業務名
　　令和６年度県内企業の潜在的水素需要等に関する調査事業
２　公告日
令和６年３月８日








【連絡先】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メール

様式第３号の附表１

　　令和６年　　月　　日

参加要件具備説明書類総括書

提出者名

１　長野県入札参加資格者登録番号及び等級区分


２　建設コンサルタント登録規程その他の登録規程に基づく登録状況
	登録規程名
	登　録　番　号
	登録年月日
	登　録　部　門

	
	
	
	


３　都道府県税及び地方消費税を滞納していないことが確認できる書類
別紙のとおり（納税証明書（未納の額がないことの証明））
４　社会保険に加入していることが確認できる書類
別紙のとおり　　加入義務有・労働保険
申請日直前の労働保険概算・確定保険料申告書の控え及びこれにより申告した保険料の納入に係る領収済通知書の写し等
・厚生年金保険、健康保険
申請日直前の保険料の納入に係る領収証書又は納入証明書の写し等
加入義務無・賃金台帳、労働者名簿、源泉所得税領収書等のうちいずれかの写し
５　同種又は類似の業務の実績
	業　務　名
	
	
	

	(1) 発注者名
	
	
	

	(2) 契約金額
	
	
	

	(3) 履行期間
	
	
	

	(4) 業務の概要
	
	
	


（注）１　会社としての実績とし、記載件数は３件以内とする。
　　　２　実績は、公告の日から過去５年以内に履行した業務を対象とする。
　　　３　上記実績を証する契約書の写しを添付すること。



様式第３号の附表２


令和６年　月　日



長野県産業労働部産業政策課長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人にあたっては住所、氏名）



誓約書



令和６年度県内企業の潜在的水素需要等に関する調査事業の企画提案にあたり、令和６年度県内企業の潜在的水素需要等に関する調査事業委託業務公募型プロポーザル方式実施公告の「２　応募資格要件」に定められた資格を満たしていることを誓約します。
















【連絡先】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メール




様式第６号

業　務　等　質　問（回　答）書
提出日：令和６年　　月　　日
	発注機関名
	
	公　 告 　日
	　　　　年　　月　　日

	業務名
業務箇所名
	

	質問書提出者
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	電　　　　　　話
	

	
	担当者　所属・氏名
	

	質問内容
	

















様式第８号（第19第２項）


企　画　提　案　書


　令和６年　　月　　日


長野県産業労働部産業政策課長　　様


住　　　　所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　 
（個人にあっては住所、氏名）


下記の業務について、企画提案書を提出します。


記


１　対象業務名
　令和６年度県内企業の潜在的水素需要等に関する調査事業


２　公告日
令和６年３月８日












【連絡先】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メール


様式第８号の附表
　　令和６年　　月　　日

企　　画　　書　（例）

提出者名　　　　　　　　　　　　　
	１　業務の実施者
	氏名
	
	住所
	

	２　業務の実施方法
	１. 県内企業における水素の潜在的な需要量の測定
２. 水素への転換により期待されるカーボン排出量削減に向けた効果測定
３. 企業動向調査

	３　業務の実施体制
	

	４　協議及び報告に関する事項
	

	５　業務に要する経費及びその内訳
	


※経費の合計額は、公告1(8)に示す費用の上限額以内となるようにしてください。

	６　その他当該業務の目的を達するために有効な事項
	

	７　再委託の予定
	（委託先）

（委託内容）

	８　企画協力等の予定
	（協力を求める先）


（協力を求める内容）






様式第14号（第29第２項）

見　　　　　積　　　　　書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年　　　月　　　日


　長野県産業労働部産業政策課長　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　見積人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人にあっては住所、氏名）


下記のとおり見積りします。

記

	１　業　務　名
	

	２　業務箇所
	

	３　見積金額
	


（見積金額には消費税及び地方消費税を含みません。）


様式第15号（第30第２項）



見　積　経　過　書

	見積りに付した
事 項
	契約種類：

	
	業務名：



上記に係る見積りの経過は下記のとおりです。

令和　年　月　日
職氏名 　



　記
	契	約	方	法
	随意契約（公募型プロポーザル方式）

	見積	（決定）	日時
	令和　年　月　日　午前  ： 

	見積（決定）の経過
	見積回数
見積者
	第	１	回
	第	２	回
	第	３	回
	第	４　回

	
	
	　　　　円
	
	
	

	
	　以上〇者
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	上記金額に該当金額の10/100に相当する金額を加算した金額が見積価格である。

	採 用 者 氏 名
	

	採	用	金	額
	　　円
	立	会	人
	

	
内	訳
	見積書記載金額
	　　円
	
	

	
	10/100相当額
	    円
	摘	要
	

	備　　　　　考
	

	





